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多目的 GAで獲得した非劣解集合の多数決戦略に基づく 

外国為替取引手法 
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概要：外国為替取引(FX)市場は世界最大級の金融市場である．現在では一般人でもネット証券で取引することが可能

になった．しかし，為替相場は無数の要因で反動し，取引のタイミングを予測することが非常に困難である．そのた
め，一般人でもわかりやすく利用できる取引支援システムが求められている．本研究では取引率と正解率を目的関数
とした多目的遺伝的アルゴリズムを用いて為替取引における有効な売買ルールを獲得した．本手法は非劣解集合によ

る多数決で取引のタイミングを予測するものである．従来の手法より高い利益が得られることを過去のデータを用い
た実験で確認した． 
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1. はじめに   

 外国為替取引(FX)市場は世界最大級の金融市場である．

日本でも 1998 年に外国為替及び外国貿易法が改正されて

以来誰でも自由に取引できるようになった．また，インタ

ーネットの普及によりネット証券を通じて気軽にリアルタ

イムで取引することが可能になったことによって，一般人

に対する市場も急速に広がりつつある．しかし為替相場は

無数な要因に左右されて変動するため，取引のタイミング

を予測することは非常に困難である．そのため，一般人に

もわかりやすく利用しやすいシステムが求められている． 

 佐藤はNorman Packardが提案した時系列データの予測手

法であるif  thenルールの𝑖𝑓部には株価のテクニカル分析で

用いられるテクニカル指標を用い，𝑡ℎ𝑒𝑛部には売却日を指

定してコード化し，GA を用いて株価上昇条件のルールを

獲得するという手法を提案した[1]．また，Hirabayashi らの

従来手法では GA・GP で得られた単一のルールをそのまま

評価期間に適応した[2]． 

 本研究では多目的最適化手法の 1 つである NSGA II[3]を

用いて「正解率」と「取引率」の 2 つを目的関数として探

索を行い，為替取引ルールの獲得を行った．そして，非劣

解集合に基づく多数決法を提案し，高い正解率，取引率を

持つ為替取引ルールを獲得することを目的とした．評価実

験として，今回は過去の USD/JPY の為替データから一定の

トレンドがある期間とない期間を設定し，獲得したルール

を適応して評価を行い，多数決法の有効性を検証した． 
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2. 研究分野の概要 

2.1 外国為替取引 

 外国為替取引とは 2 つの異なる通貨同士を交換すること

である．通貨を交換するときの交換比率を為替レートとい

い，両国間の通貨の需要と供給のバランスにより変動する．

為替取引は注文と決済のセットで 1 回となる．以下に為替

取引で利益を上げる 2 種類の例を示す． 

 

(1) 買い建てと決済 

 為替レートが上昇すると予測したときに行う．1 ドル 100

円の時に 1 万ドルを買い，1 ドルが 102 円になったときに

全て決済したとすると(102 100)×10000=20000 円の利益を

上げることができる．逆に予測に反して 1 ドルが 99 円に

下降してしまった場合に決済を行うと，(99 100)×10000= 

10000 円の損失となる． 

 

(2) 売り建てと決済 

 為替レートが下降すると予測したときに行う．1 ドル 100

円の時に 1 万ドルを売り，1 ドルが 97 円となったときに全

て決済すると，(100 97)×10000=30000 円の利益となる． 

 

2.2 テクニカル指標 

(a)RCI(Rank Correlation Index) 

 RCI はスピアマンの順位相関係数を相場に応用したもの

で，2 組の順位（為替の場合は日付と為替レートの順位）

の間の相関関係を調べるために用いられる．以下に RCI の

計算式を示す． 
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    RCI = −6×
∑(𝐴𝑖 − 𝐵𝑖)2

𝑛×(𝑛2 − 1)
 

𝐴：日付の順位（最新の日付を 1 として，新しい順に 2,3…

とする） 

𝐵：為替の順位（高い順に 1,2,3...とする） 

𝑖：日付 

𝑛：期間 

 

(b)RSI(Relative Strength Index) 

 RSI は同一通貨の上昇と下降の 2 つの局面を対比させた

指標である．以下に RSI の計算式を示す． 

    RSI =
𝐴

𝐴 + 𝐵
 

𝐴：𝑛日間の値上がり幅の平均 

𝐵：𝑛日間の値下がり幅の平均 

𝑛：期間 

 

(c)移動平均乖離率 

 移動平均乖離率は現在の株価の終値と移動平均値との差

から算出され，次の反転の目安を見つけるための指標であ

る．以下に移動平均乖離率の計算式を示す． 

    移動平均乖離率 =
𝐴 − 𝐵

𝐵
 

𝐴：前日終値 

𝐵：𝑛日移動平均 

𝑛：期間 

 

2.3 多目的遺伝的アルゴリズム 

 多目的最適化手法とは 1 つの目的でなく，複数の目的を

取り扱う多目的最適化問題 (Multiobjective Optimization 

Problem:MOP)について解を求める手法である．しかし，多

目的最適化モデルでは複数の目的関数はトレードオフの関

係であり，全ての目的関数を同時に最適化することはでき

ない．そのため，多目的最適化問題においてはほかのどの

解にも劣っていない解の集合を得ることになる．そのよう

な解の集合を本論文では非劣解集合と呼ぶ． 

 遺伝的アルゴリズムが多点探索法であり，一度の探索で

複数のパレード最適解集合を求められるので多目的最適化

問題へのアプローチとして遺伝的アルゴリズムが用いられ

る． 

 

2.4 関連研究 

 DENGらは単一のテクニカル指標 RSIを用いて遺伝的アル

ゴリズムで複数のタイムフレームに基づく外国為替の取引

ルールを生成する研究をした[4]．評価実験により，異なる

時間足の RSI 指標を最適化し，その合成信号を利用するこ

とで取引のパフォーマンスの向上が認められた． 

 

 Tymerski らは遺伝的アルゴリズムで複数のテクニカル指

標を整数として最適化し，利益確定に基づいた勝率を適応

度としたトレードシステムを提案した[5]．評価実験により，

その手法を使用することで勝率を改善でき，得られる利益

が上がることがわかった． 

 Álvarez Díeza らは分散の代わりにリスクを測定する

Conditional Value at Risk (CVaR)と Value at Risk（VaR）を使

い，複数通貨のクロス・ヘッジを用いてを提案した[6]．そ

の手法では CVaR を線形計画法を用いて最小化し，多目的

遺伝的アルゴリズムで各通貨の長期 VaR と短期 VaR とを

最小化した．評価実験により，VaR を最小化ヘッジする戦

略はは CVaR を最小化するヘッジ戦略とは異なることがわ

かり，複数の通貨に投資するだけで VaR と CVaR が大幅に

削減されることが判明された． 

 

3. 提案手法 

3.1 コード化 

本論文では，以下のルールに基づいて為替取引を行うこ

ととする． 

 

if {
(𝑥1 < 指標 1𝑖 < 𝑥2) and (𝑥3 < 指標 1𝑖−10 < 𝑥4) and

(𝑦1 < 指標 2𝑖 < 𝑦2) or (𝑧1 < 指標 3𝑖 < 𝑧2)
} 

then(𝑛 + 1 日後にレートが上昇する) 

 

𝑥1：指標1𝑖が取り得る範囲の下限 

𝑥2：指標1𝑖が取り得る範囲の下限 

𝑥3：指標1𝑖−10が取り得る範囲の下限 

𝑥4：指標1𝑖−10が取り得る範囲の下限 

𝑦1：指標2𝑖が取り得る範囲の下限 

𝑦2：指標2𝑖が取り得る範囲の下限 

𝑧1：指標3𝑖が取り得る範囲の下限 

𝑧2：指標3𝑖が取り得る範囲の下限 

 

 このルールを満たしたときは，次の日に為替を買い，𝑛 +

1 日後に為替を売ることを意味する． 

売りルールも買いルールと同様に行われ，個体のコード

は買いルール，売りルールと決済期間𝑛 + 1によって構成さ

れる．個体のコード化モデルは図１のように示す．また指

標 1 は移動平均乖離率を，指標 2 は RCI を，指標 3 は RSI

を用いた． 

  

買いルール 売りルール 𝑛 + 1 

 

𝑥1 𝑥2 𝑥3 𝑥4 𝑦1 𝑦2 𝑧1 𝑧2 

 

図１ 個体のコード化モデル  
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3.2 目的関数 

 目的関数は「正解率」，「取引率」の 2 つを用いる．以下

に 2 つの目的関数を示す． 

 

(1) 正解率 

正解率は個体の売買ルールを満たしたときに，𝑛 + 1日後の

為替レートが予測通り上下していた場合を正解，そうでな

い場合を不正解としたときの正解の割合を表す． 

    正解率 =
𝑁𝑖𝑓𝑡ℎ𝑒𝑛

𝑁𝑖𝑓
 

𝑁𝑖𝑓𝑡ℎ𝑒𝑛：𝑖𝑓部を満たし，かつ𝑡ℎ𝑒𝑛部を満たす日数 

𝑁𝑖𝑓：𝑖𝑓部を満たす日数 

𝐷𝑎𝑡𝑎：為替データの日数 

 

(2) 取引率 

取引率は為替データの中で個体のルールを満たした日数の

割合を表す． 

    取引率 =
𝑁𝑖𝑓𝑡ℎ𝑒𝑛

𝐷𝑎𝑡𝑎
 

 

3.3 遺伝的操作 

(1) 初期集団の生成 

if部の各指標値上下限部分には学習データから算出した

指標データの最大値と最小値の範囲に入る 2 点をランダム

に選び，大きい方の数値を上限部分に入れ，小さい方の数

値を下限部分に入れる．ここで，指標値の最大値と最小値

の差を𝑟𝑎𝑛𝑔𝑒として定義する．then部の日にち部分には 20

～30 の範囲の整数をランダムに入れる． 

 

(1) 選択と交叉 

 選択はトーナメント戦略を用いた．また，交叉には一様

交叉を用いた．マスクビットは 1 世代ごとにランダムに生

成する．また 1 指標の数値部分の上限部分と下限部分をひ

とまとめにして交叉を行う． 

 

(2) 突然変異 

 突然変異は各遺伝子に対し(a)加算，(b)減算，(c)ランダム

変更の 3 種類の操作のうちいずれかを等確率で行うように

した．加算と減算に用いる値については，各指標の上下限

に対しては𝑅(0 < 𝑅 <
𝑟𝑎𝑛𝑔𝑒

10
)の範囲の一様乱数)を用い，日

にちに対してはそれぞれ+1，−1することとした．ただし，

突然変異により各遺伝子が初期集団生成時に設定した値の

範囲を超えた場合には，それぞれ最大値・最小値の値に変

える． 

 

 

 

3.4 多数決戦略 

 本論文では以下の 5 つの手法を提案する． 

 

(1) 単純多数決法 

 従来の手法においては，学習により得られたパレート最

適解の中から，学習期間において最も高い利益を得られて

いた個体を選定し，その個体が持つルールを採用して評価

を行なっていた．ここで，1 個体を選別するのではなく複

数の個体が持つルールを組み合わせて用いることで，より

複雑な振る舞いが可能なルールを獲得できると考えられる．

そのため，本研究ではパレート最適解集合の持つ多様なル

ールを複合的に用いる，多数決法を提案する． 

 本手法では，評価データの注目している日に対し，パレ

ート最適解集合に対して多数決を採り，その結果によって

その日にとる行動を決定する．各個体の投票は以下のよう

に定める． 

 買いルールのみif部を満たすと買い注文を行う 

 売りルールのみif部を満たすと売り注文を行う 

 その他の場合は取引を行わない 

 この 3 種類の得票数に応じて，注目する日に対し以下の

ように振る舞う． 

 if（買い注文の得票数が最も多い) 

then（𝑁日後に為替レートが上昇） 

 if（売り注文の得票数が最も多い） 

then（𝑁日後に為替レートが下降） 

 投票は各個体につき 1 票であり，棄権は行わないものと

する．また，𝑁は投票を行った各個体の𝑛 + 1の平均に 0.5 を

足したものの小数点を切り落とした値とする． 

 

(2) バランス重視保存多数決法 

 多数決法は集団の中に近い個体が多すぎると多様性が失

われてしまう．しかし NSGA II で得られた最終集団に似て

る個体が出てくる．従って，より多様性が豊な最終集団で

多数決を行うため，本提案手法は最終集団から混雑度が高

い順で 150 個の個体を選出し，さらにこの 150 個の個体を

正解率が高い順でソートし，26 番目から 125 番目の個体か

ら作った集団で多数決を行う． 

 

表１ 実験条件 

項目 パラメータ 

世代数 300 

集団サイズ 350 

突然変異率 25% 

トーナメントサイズ 2 
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表２ 有トレンド期における実験１の手法の比較 

 正解率選出法 正解率重視多数決法 

利益 3.79(14.14) 36.92(11.77) 

正解率 66.96%(20.39%) 68.67%(3.83%) 

取引率 6.20%(2.23%) 31.93%(9.27%) 

 

表３ 無トレンド期における実験１の手法の比較 

 正解率選出法 正解率重視多数決法 

利益 11.89(16.57) 159.82(12.47) 

正解率 54.91%(37.98%) 71.88%(2.10%) 

取引率 2.70%(3.04%) 39.03%(5.25%) 

 

表４ 有トレンド期における実験２の手法の比較 

 取引率選出法 取引率重視多数決法 

利益 34.45(4.31) 33.61(16.01) 

正解率 60.58%(1.09%) 60.61%(2.02%) 

取引率 98.60%(0.77%) 77.83%(7.41%) 

 

表５ 無トレンド期における実験２の手法の比較 

 取引率選出法 取引率重視多数決法 

利益 229.01(37.04) 176.14(30.18) 

正解率 59.36%(2.46%) 60.34%(1.62%) 

取引率 99.67%(0.33%) 76.37%(12.85%) 

 

(3) 正解率優先保存多数決法 

 (2)と同様な理由で最終集団から混雑度が高い順に 150個

の個体を選出し，さらにこの 150 個の個体を正解率が高い

順でソートし，上位の 100 個の個体から作った集団で多数

決を行う． 

 

(4) 取引率優先保存多数決法 

 (2)と同様な理由で最終集団から混雑度が高い順に 150個

の個体を選出し，さらにこの 150 個の個体を取引率が高い

順でソートし，上位の 100 個の個体から作った集団で多数

決を行う． 

 

(5) 利益優先保存多数決法 

 (2)と同様な理由で最終集団から混雑度が高い順に 150個

の個体を選出し，さらにこの 150 個の個体を得られた利益

が高い順でソートし，学習期間で得た利益の高い順で上位

の 100 個の個体から作った集団で多数決を行う． 

 

4. 評価実験 

4.1 実験方法 

 本手法の性能を評価するため，実際の為替データを用い

て評価実験を行った．通貨は米ドルを用いる．為替データ

は 1997 年 1 月～2012 年 12 月までの期間から，全体を通し

てのトレンドが見られる期間(有トレンド期)とそうでない

期間(無トレンド期)の 2 通り，各 1000 日分のデータをそれ

ぞれ抽出した．1000 日分の為替データのうち，はじめの 700

日分を学習データ，残りの 300 日分を評価データとした．

為替データは，マネースクエア・ジャパン[11]から取得した． 

 今回の実験は無トレンド期の為替データを 1997 年 2 月

26 日からの 1000 日間とし，有トレンド期の為替データを

2008 年 6 月 5 日からの 1000 日間とした．今回は多数決の

効果を確かめるため，以下の 4 つの実験を行い，考察をし

た． 

 

 実験１：学習期間で得られた正解率の一番高い個体

（正解率選出法）を正解率重視多数決法と比較す

る． 

 実験２：学習期間で得られた取引率の一番高い個体

（取引率選出法）を正解率重視多数決法と比較す

る． 

 実験３：学習期間で得られた利益の一番高い個体（利

益選出法）を正解率重視多数決法と比較する． 

 実験４：単純多数決法をバランス重視多数決法と比

較する． 

 

 また，実験のパラメータは予備実験により，表１のよう

に設定した．テクニカル指標の算出期間としては一般的な

値として RCI が 13，RSI が 14，移動平均乖離率が 25 を用

いた． 

 

4.2 実験結果と考察 

 全ての表に示しているデータは同じ期間において 20 回

実験して取った利益（円），正解率，取引率の平均（括弧内

は標準偏差）である． 

 

(1) 実験１：正解率選出法と正解率重視保存多数決との比

較 

 表２，３のデータを見るとわかるように，無トレンドと

有トレンドありの場合とも正解率優先保存多数決は正解率

選出法より取引率が高く，かつ正解率が 60%以上を維持し

ている．そして，図２，３の損益推移を見ると正解率優先

保存多数決の上下幅は正解率選出法より高く，正解率選出

法よりハイリスク・ハイリターンの手法と言えよう．また，

その原因正解率が高い単一のルールだけで取引するのでな

く，非劣解集合に基づく多数決戦略で取引率の高いルール

も取引に参加したからと考えられる． 
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(2) 実験２：取引率選出法と取引率重視保存多数決との比

較 

 表４，５のデータを見るとわかるように，無トレンドと

有トレンドの場合とも正解率優先保存多数決は正解率選出

法より取引率が低いことがわかる．そして，図４，５の損

益推移を見ると取引率優先保存多数決の上下幅は取引率選

出法より低く，同様なトレンドで正解率選出法が回避でき

ない損失を回避できた場面もあって，正解率選出法よりロ

ーリスク・ローリターンの手法と言えよう．また，その原

因は取引率が高い単一のルールだけで取引するのでなく，

非劣解集合にある比較的に正解率が高いルールも取引に参

加したからと考えられる． 

 また，取引率選出法は正解率選出法より正解率の標準偏

差が低いことから，取引率が高いルールのほうが一般的だ

と言えよう． 

 

(3) 実験３：利益選出法と利益重視保存多数決との比較 

 図６，７の損益推移のグラフからわかるように利益優先

保存多数決は上下の幅が利益選出法より低く，単一の利益

選出法のルールでの取引よりリスクオフしより安定な取引

ができた言える．その原因は多数決で多様なルールで取引

することでリスクヘッジができたと考えられる． 

 

(4) 実験４：単純多数決法とバランス重視多数決法との比

較 

 図８，９の損益推移のグラフからわかるようにバランス

重視多数決法は上下の幅が単純多数決法より低く，より安

定な取引ができた言える．その原因は近いルールを排除し

より多様性が豊かなルール集合で取引することでリスクヘ

ッジができたと考えられる． 

 

5. おわりに 

 今回は非劣解集合の多数決戦略に基づく外国為替取引手

法を提案し，多数決法の有効性を検証するために実験を行

った．その結果，USD/JPY の対象期間で実験１，２，３で

は多数決法を導入することで単一のルールより安定な取引

ができることがわかった．また，実験４では解集合の多様

性を豊かにすることでより安定な取引手法が得られること

がわかった．今後の課題としては他の期間と通貨ペアで実

験することで多数決法の有効性の検証と，探索手法の改良

を挙げられる． 
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表６ 有トレンド期における実験３の手法の比較 

 利益選出法 利益重視多数決法 

利益 27.40(11.53) 39.97(9.41) 

正解率 58.40%(1.34%) 64.49%(2.35%) 

取引率 86.60%(1.78%) 39.47%(6.21%) 

 

表７ 無トレンド期における実験３の手法の比較 

 利益選出法 利益重視多数決法 

利益 140.67(31.79) 150.79(17.26) 

正解率 64.08%(3.60%) 68.69%(3.84%) 

取引率 54.03%(8.61%) 43.77%(5.12%) 

 

表８ 有トレンド期における実験４の手法の比較 

 単純多数決法 バランス重視多数決法 

利益 28.98(9.30) 40.89(17.18) 

正解率 60.20%(1.58%) 61.90%(2.18%) 

取引率 86.00%(6.42%) 60.20%(8.79%) 

 

表９ 無トレンド期における実験４の手法の比較 

 単純多数決法 バランス重視多数決法 

利益 187.83(42.53) 151.76(41.89) 

正解率 60.58%(1.38%) 63.13%(3.37%) 

取引率 78.90%(13.94%) 55.93%(10.39%) 
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図２ 有トレンド期における実験１の損益推移 

 

 

図３ 無トレンド期における実験１の損益推移 

 

 

図４ 有トレンド期における実験２の損益推移 

 

 

図５ 無トレンド期における実験２の損益推移 

 

図６ 有トレンド期における実験３の損益推移 

 

 

図７ 無トレンド期における実験３の損益推移 

 

 

図８ 有トレンド期における実験４の損益推移 

 

 

図９ 無トレンド期における実験４の損益推移 
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